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川崎都市計画地区計画の決定（川崎市決定） 

  

都市計画京急川崎駅西口地区地区計画を次のように決定する。  
名 称 京急川崎駅西口地区地区計画 

位 置 川崎市川崎区駅前本町及び砂子１丁目地内 

面 積 約 ２．２ ha 

地区計画の目標 

川崎駅周辺地区では、本市の広域拠点にふさわしい中枢業務機能や広域的な

商業・宿泊機能、文化・交流、行政などの高次な都市機能の集積、回遊性や利便

性の向上のための都市基盤の整備、公共空間などを活用した賑わい創出に向け

た取組の推進などによる活力と魅力にあふれた拠点の形成をめざしている。 

この川崎駅周辺地区の一部を構成する京急川崎駅周辺地区では、羽田空港や

臨海部の玄関口としての地理的優位性を活かし、民間活力を活かした高次で多

様な都市機能の集積や都市基盤の再編整備などによる、賑わいと魅力ある市街

地の形成が求められている。 

本地区は、京急川崎駅周辺地区における駅前を中心とした地区であり、京急川

崎駅と隣接する街区の一体的かつ総合的な土地の高度利用と適切な都市機能の

更新により、本地区の地理的優位性を最大限に活かした拠点形成を図るため、次

の５点を目標に地区計画を定める。 

(1) 都市基盤の再編により、歩行者と自転車、自動車の動線を明確に分離し、

安全・安心な歩行者空間を確保するとともに、都市機能の更新に合わせてオー

プンスペース等を充実させることで、駅周辺の回遊性、利便性の強化を図る。 

(2) 業務、商業、文化・交流機能などの高次な都市機能の集積及び適切な機能

配置を行い、国際化に対応した広域拠点にふさわしい複合市街地の形成を図

る。 

(3) 災害時に帰宅困難者の受入れが可能となるスペースを適切に配置するなど、

駅周辺の防災機能の強化を図る。 

(4) 脱炭素社会の実現に向けて、建築物等の省エネルギー化等の取組による地

球環境に配慮した市街地の形成を図る。 

(5) 憩いや交流を生み出す広場や緑地を効果的に配置することで、緑豊かな潤

いのある都市空間の創出を図る。 

区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
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土地利用の方針 

本地区を４つの地区に区分し、それぞれの地区の特性に応じた適切かつ良好な

土地利用を実現するため、土地利用に関する方針を次のように定める。 

(1) Ａ地区は、世界を牽引するビジネス拠点の形成をめざし、Ａ－１地区には、

土地の高度利用によるグローバル企業の活動拠点となる業務機能や駅前の賑

わい形成に寄与する商業機能、Ａ－２地区には、地域の交流、グローバル人材

の育成等に資する文化・交流機能などを配置し、さらには、社会経済状況の変

化に迅速かつ的確に対応できる環境を整備することで、本市の玄関口にふさわ

しい高度で多様な都市機能が集積した活動拠点の形成を図る。 

(2) Ｂ地区は、鉄道施設等が立地していることから、公共交通機能の充実を図

るとともに、鉄道の高架下への商業機能等の導入により、Ａ－１地区と連携し

た賑わいと魅力にあふれる駅前拠点の形成を図る。 

(3) Ｃ地区は、駅を中心とした賑わい機能と多摩川との連携を誘導する土地利

用を図る。 

(4) 都市基盤の整備と合わせて、駅とまちをつなぐ歩行者空間及び広場等のオ

ープンスペースの整備並びに都市機能の集積により駅前の拠点性を高める必

要のあるＡ－１地区には指定容積率より高い容積率を、公共交通機能の充実

や鉄道の高架下へ商業機能等を配置するＢ地区及び駅を中心とした賑わい機

能と多摩川との連携を誘導する土地利用を図るＣ地区には指定容積率より低

い容積率を定め、区域内で容積を適正に配分することにより、良好な市街地環

境の形成及び合理的な土地の高度利用を図る。 
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区
域
の
整
備
、
開
発
及
び
保
全
に
関
す
る
方
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地 区 施 設 の 

整 備 の 方 針 

広域拠点にふさわしい良好な市街地環境の形成を図るため、地区施設の整備

の方針を次のように定める。 

(1) 地区内の交通を円滑に処理するとともに、安全・安心な歩行者空間を確保

し、周辺市街地との回遊性や連続性を生み出すため、区画道路を整備する。 

(2) 歩行者の利便性及び快適性、地区内の回遊性の向上を図るため、歩道と一

体となった歩道状空地や通路を整備する。 

(3) 駅前における賑わいや憩い、潤いある都市空間を形成するため、広場や緑

地を適切な位置に整備する。 

(4) 地区施設については、その機能が損なわれないよう適切に維持及び保全を

図る。 

建 築 物 等 の 

整 備 の 方 針 

広域拠点にふさわしい市街地環境の形成を図るため、建築物等の整備の方針を

次のように定める。 

(1) 土地利用の方針に沿った建築物の整備を誘導するため、それぞれの地区の特

性に応じて、建築物等の用途の制限、建築物の容積率の最高限度、建築物の容

積率の最低限度、建築物の敷地面積の最低限度、壁面の位置の制限、建築物等

の形態又は色彩その他の意匠の制限について必要な基準を定める。 

(2) 建築物の配置及びデザイン並びに敷地内の計画的な緑化などの工夫により、

日照、通風、景観など、周辺の市街地環境に配慮する。 

(3) 災害時における来街者等の避難や帰宅困難者の受入れが可能となるスペース

を効果的に整備するなど、駅周辺における防災機能の強化を図る。 

(4) 建築物等の省エネルギー化等により環境負荷の低減を図るなど、脱炭素社会

の実現に向けた取組に努める。 
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地
区
整
備
計
画 

地 区 施 設 の 

配 置 及 び 規 模 

区画道路    （幅員 １２ｍ   延長 約３３０ｍ） 

歩道状空地   （幅員  ２ｍ  延長 約２１０ｍ） 

通路      （幅員  ４ｍ  延長 約 ３０ｍ） 

広場１     （面積 約   ８０㎡） 

広場２     （面積 約１，０００㎡） 

広場３     （面積 約  ５００㎡） 

緑地      （面積 約   ９０㎡） 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

地

区 

の 

区

分 

地区の 

名称 
Ａ－１地区 Ａ－２地区 Ｂ地区 Ｃ地区 

地区の 

面積 
約１．２ha 約０．０４ha 約０．９ha 約０．１ha 

建築物等の 

用途の制限 

次に掲げる建築物は、建築しては

ならない。 

(1) 住宅 

(2) 自動車車庫（建築物に附属する

ものを除く。） 

(3) 工場（自家販売のために食品製

造業（食品加工業を含む。）を営

むパン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋

その他これらに類するものを除

く。） 

(4) 自動車教習所 

(5) マージャン屋、ぱちんこ屋、射

的場、勝馬投票券発売所、場外車

券売場その他これらに類するもの

（ゲームセンターを除く。） 

(6) キャバレー、料理店その他これ

らに類するもの 

(7) 個室付浴場業に係る公衆浴場そ

の他これに類するもの 

次に掲げる建築物

は、建築してはなら

ない。 

(1) 住宅 

(2) 共同住宅 

(3) 自動車教習所 

(4) 畜舎 

(5) マージャン屋、

ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発

売所、場外車券売

場その他これらに

類するもの 

(6) キャバレー、料

理店その他これら

に類するもの 

(7) 個室付浴場業に

係る公衆浴場その

他これに類するも

の 

次に掲げる建築物

は、建築してはなら

ない。 

(1) 住宅 

(2) 共同住宅 

(3) 工場（自家販売

のために食品製造

業（食品加工業を

含む。）を営むパ

ン屋、米屋、豆腐

屋、菓子屋その他

これらに類するも

のを除く。） 

(4) 自動車教習所 

(5) 畜舎 

(6) マージャン屋､

ぱちんこ屋、射的

場、勝馬投票券発

売所、場外車券売

場その他これらに

類するもの 

(7) キャバレー、料

理店その他これら

に類するもの 

(8) 個室付浴場業に

係る公衆浴場その

他これに類するも

の 
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地
区
整
備
計
画 

建
築
物
等
に
関
す
る
事
項 

建築物の 

容積率の 

最高限度 

１０分の８０ 

都市計画法第

８条第１項第３

号の規定に基づ

く高度利用地区

（京急川崎駅西

口地区）に関す

る都市計画に適

合する建築物に

あっては、高度

利用地区の都市

計画で定めると

ころによる最高

限度とする。 

－ １０分の３０ 

建築物の 

容積率の 

最低限度 

１０分の３０ １０分の３０ － 

建築物の 

敷地面積の 

最低限度 

１，０００㎡ 

ただし、公衆 

便所、巡査派出

所その他これら

に類する公益上

必要な建築物の

敷地にあっては

適用しない。 

－ － 

壁面の 

位置の制限 

建築物の外壁又はこれに代わる柱

の面は、計画図に示す壁面の位置の

制限を超えてはならない。ただし、

次に掲げる建築物又は建築物の部分

については、この限りでない。 

(1) 地盤面下に設けられる建築物又

は建築物の部分 

(2) 道路上空に設けられる横断歩道

橋又は渡り廊下と一体となる歩

廊又は渡り廊下の用に供する建

築物の部分 

(3) 巡査派出所、公衆便所その他こ

れらに類する建築物又は建築物

の部分 

－ 

建築物等の

形態又は色

彩その他の

意匠の制限 

建築物等の意匠は、本市の広域拠点にふさわしい都市景観の形成に寄与する

デザインとする。 

「区域、地区整備計画の区域、地区の区分、地区施設の配置及び壁面の位置の制限は計画図表示のとおり」 



 

理由書 

 

川崎都市計画地区計画の決定（京急川崎駅西口地区地区計画） 

 

川崎駅周辺地区は、「川崎市総合計画」において、本市の広域拠点として、計画的な土地利用

誘導や既存ストックの有効活用など、民間活力を活かした都市機能の集積を図るとともに、駅周

辺の回遊性・利便性のより一層の向上や公共空間を活用した賑わいの創出等に取り組み、本市の

玄関口としてふさわしい多様な賑わいや交流が生み出す活力と魅力にあふれるまちづくりを推

進することとしております。 

また、「川崎都市計画都市再開発の方針」では、川崎駅周辺地区を２号再開発促進地区に位置

付け、枢要な交通結節点である川崎駅とその周辺地区の都心機能の強化を図るため、高水準の公

共施設整備等と中枢業務機能や広域的な商業・業務、文化・交流、行政等の高次な都市機能の集

積と、優良な都市型住宅を適切に誘導し、広域的な拠点の形成をめざすとしております。 

川崎駅周辺地区の一部を構成する京急川崎駅周辺地区は、「川崎市都市計画マスタープラン川

崎区構想」において、羽田空港や臨海部の玄関口としての地理的優位性を活かした国際化に対応

したまちづくりとともに、ＪＲ川崎駅との連携を図りながら、高次で多様な都市機能やグローバ

ル企業の活動拠点などが集積した賑わいと魅力ある市街地の形成をめざすとしております。 

こうした中、本地区では、都市基盤の整備水準が低く、老朽化した建物や低未利用地が点在す

るとともに、敷地が細分化されているため、広域拠点にふさわしい土地の高度利用や適切な機能

更新が図られていない状況にあります。 

本案は、京急川崎駅の西口駅前を中心とする地区約２．２ｈａにおいて、市街地再開発事業に

よる周辺地区と連携した都市基盤の整備・再編及び土地の合理的かつ健全な高度利用を図るとと

もに、広域拠点にふさわしい商業・業務、文化・交流機能等の都市機能の集積及び安全で安心な

市街地の形成を図るため、地区計画を決定しようとするものです。 


